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政治を動かす・未来を動かす

２０23年度定期総会・理事会を開催
活動方針を承認　菊地理事長を再任

2023年 5 月15日、東京の弁護士会館講堂クレオと全国各地のZoomによる参加者を結んで、弁政連
の2023年度定期総会と理事会が開催されました。本年度もZoom併用で開催し、会場には４２名が参集し、
Zoomによる参加者４８名とあわせて９０名の参加となりました。

総会前の理事会では2022年度の決算報告及び2023年度予算等が、いずれも承認されました。
総会においては、2023年度、2024年度の理事、監事を選任した後、「ポストコロナを見据えて、積極

的な活動」を行う旨の文言を加えた本年度活動方針を議決したほか、本部・支部の活動報告を行いまし
た。また、支部未設置地域の会員から支部設置に向けた意欲ある発言もありました。

続く新理事による理事会においては、菊地裕太郎理事長を再任したほか、当期の副理事長、常務理事
を互選しました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（幹事長　齋藤 和紀）

　本年度、日本弁護士政治連盟（弁政連）は、ポストコロナを見据えて、積極的な活動、ことに以下
　の諸活動に重点的に取り組みます。

１　�日本弁護士連合会、弁護士会連合会、弁護士会と国会議員等の政治家とのかけ橋となり、日弁連
等とともに偏りのない広い視野から立法府・行政府に働きかけて、政策課題の実現を目指します。

２　�国政選挙に際しては、前項の方針に従って、適正な選考による推薦・支援活動を行います。

３　�支部活動においては、首長や地方議会、自治体との連携を強化し、弁護士会と共に地域の実情に沿っ
た活動を充実させ、また本部と支部間の情報共有と連携並びに支部相互間の交流を推進します。

４　�大規模災害、新型ウイルスの蔓延、その他国民生活が脅かされるような事態に対して、日本弁護
士連合会・弁護士会連合会・弁護士会と国会議員、地方自治体の議員等が連携して国民生活を守
るための活動を進められるように、両者のかけ橋となります。

５　�弁護士が、従前にも増して、政治・行政の場で活躍できるように、議員への立候補の支援や人材
の育成、政策秘書や行政機関等への就任促進等を進めていきます。

６　�会内外に対して、弁政連に対する理解をより深めるために、広報活動を充実させます。

７　�存在感と発言力を強化するために、全弁護士会に支部を設置して、組織の強化、財政的基盤の拡
充を図るべく全力を尽くします。

２０23年度活動方針
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菊地 裕太郎
理事長
東京弁護士会
2018・2019年度
日弁連会長

岩井 重一
副理事長
東京弁護士会
2004年度
日弁連副会長

吉岡 桂輔
副理事長
東京弁護士会
2006年度
日弁連副会長

斎藤 義房
副理事長
東京弁護士会
2012年度
日弁連副会長

若旅 一夫
副理事長
東京弁護士会
2010年度
日弁連副会長

伊藤 茂昭
副理事長
東京弁護士会
2020年度
関弁連理事長

冨田 秀実
副理事長
東京弁護士会
2020年度
日弁連副会長

安井 規雄
副理事長
東京弁護士会
2018年度
日弁連副会長

渕上 玲子
副理事長
東京弁護士会
2017年度
日弁連副会長

伊井 和彦
副理事長
東京弁護士会
2022年度
日弁連副会長

矢吹 公敏
副理事長
東京弁護士会
2021年度
日弁連副会長

若林 茂雄
副理事長
第一東京弁護士会
2018・2019年度下期
一弁会長

小田 修司
副理事長
第一東京弁護士会
2016年度
日弁連副会長

寺前　隆
副理事長
第一東京弁護士会
2020年度
日弁連副会長

三原 秀哲
副理事長
第一東京弁護士会
2021年度
日弁連副会長

松村 眞理子
副理事長
第一東京弁護士会
2022年度
日弁連副会長

尾崎 純理
副理事長
第二東京弁護士会
2003年度
日弁連副会長

山岸 良太
副理事長
第二東京弁護士会
2013年度
日弁連副会長

三宅　弘
副理事長
第二東京弁護士会
2018年度
関弁連理事長

早稲田 祐美子
副理事長
第二東京弁護士会
2016年度
日弁連副会長

岡田 理樹
副理事長
第二東京弁護士会
2020年度
日弁連副会長

伊東　卓
副理事長
第二東京弁護士会
2017年度
日弁連副会長

出井 直樹
副理事長
第二東京弁護士会
2016・2017年度
日弁連事務総長

菅沼 友子
副理事長
第二東京弁護士会
2022年度
日弁連副会長

笠井 直人
副理事長
第二東京弁護士会
2018年度
日弁連副会長

関谷 文隆
副理事長
第二東京弁護士会
2019年度
日弁連副会長

神田 安積
副理事長
第二東京弁護士会
2021年度
日弁連副会長

木村 良二
副理事長
神奈川県弁護士会
2019年度
関弁連理事長

吉澤 俊一
副理事長
埼玉弁護士会
2019年度
日弁連常務理事

佐野 善房
副理事長
千葉県弁護士会
2013年度
日弁連副会長

種田　誠
副理事長
茨城県弁護士会
2003年度
日弁連副会長
元参議院議員

橋本 賢二郎
副理事長
栃木県弁護士会
2016年度
日弁連副会長

佐藤　豊
副理事長
長野県弁護士会
2012年度
日弁連副会長

藤田 善六
副理事長
新潟県弁護士会
2015年度
関弁連理事長

福原 哲晃
副理事長
大阪弁護士会
2013年度
日弁連副会長

藪野 恒明
副理事長
大阪弁護士会
2014年度
近弁連理事長

山口 健一
副理事長
大阪弁護士会
2016年度
日弁連副会長

小原 正敏
副理事長
大阪弁護士会
2017年度
日弁連副会長

今川　忠
副理事長
大阪弁護士会
2019年度
日弁連副会長

木内 哲郎
副理事長
京都弁護士会
2017年度
日弁連常務理事

春名 一典
副理事長
兵庫県弁護士会
2013年度
日弁連副会長
元日弁連事務総長

幸寺　覚
副理事長
兵庫県弁護士会
2016年度
日弁連副会長

花井 増實
副理事長
愛知県弁護士会
2015年度
中部弁連理事長

纐纈 和義
副理事長
愛知県弁護士会
2012年度
日弁連副会長

日本弁護士政治連盟役員
自　2023年 ５ 月15日　　至　2025年 5 月

氏名
役職
所属弁護士会
略歴
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理　　事
氏　　　名 弁護士会
関本　隆史 東 京
高田　正雄 東 京
南　　裕史 東 京
川口　里香 第 一 東 京
野田　聖子 第 一 東 京
奥原　玲子 第 一 東 京
中西　哲男 第 一 東 京
幣原　　廣 第 二 東 京
市毛由美子 第 二 東 京
坂井　　愛 第 二 東 京
清水　規廣 神 奈 川 県
杉﨑　　茂 神 奈 川 県
千葉　景子 神 奈 川 県
大島　正寿 神 奈 川 県
二川　裕之 神 奈 川 県
黒田　典子 埼 玉
拝師　徳彦 千 葉 県
篠﨑　和則 茨 城 県
横山　幸子 栃 木 県
小林　優公 群 馬
佐々木弘道 群 馬
小長谷　保 静 岡 県
大石　康智 静 岡 県
加藤　啓二 山 梨 県

田邊　　護 山 梨 県
栗林　正清 長 野 県
大田　陸介 新 潟 県
岩城　本臣 大 阪
松葉　知幸 大 阪
川下　　清 大 阪
田中　　宏 大 阪
福田　健次 大 阪
日下部和弘 京 都
山地　敏之 京 都
田中　継貴 京 都
津久井　進 兵 庫 県
藤原　孝洋 兵 庫 県
北岡　秀晃 奈 良
藤本　卓司 奈 良
小川　恭子 滋 賀
森田　重樹 滋 賀
岡本　　浩 和 歌 山
有田　佳秀 和 歌 山
高木　道久 愛 知 県
江坂　正光 愛 知 県
内田　典夫 三 重
矢島潤一郎 岐 阜 県
平井　治彦 岐 阜 県
島田　　広 福 井
寺田　直樹 福 井
山崎　正美 金 沢
中西　祐一 金 沢
藤井　輝明 富 山 県
伊藤　　建 富 山 県
大迫　唯志 広 島
水中　誠三 広 島

山元　　浩 山 口 県
黒川　裕希 山 口 県
清野　　彰 岡 山
馬場　幸三 岡 山
安田　壽朗 鳥 取 県
松本　啓介 鳥 取 県
熱田　雅夫 島 根 県
丑久保和彦 島 根 県
市丸　信敏 福 岡 県
作間　　功 福 岡 県
上田　英友 福 岡 県
稲津　高大 佐 賀 県
安永　恵子 佐 賀 県
森本　精一 長 崎 県
清水　立茂 大 分 県
上野　貴士 大 分 県
由井　照二 熊 本 県
塚本　　侃 熊 本 県
上野　英城 鹿 児 島 県
堂免　　修 鹿 児 島 県
田中　　寛 宮 崎 県
新原　次郎 宮 崎 県
上原　義信 沖 縄
岩井　　洋 沖 縄
山谷　澄雄 仙 台
佐々木雅康 仙 台
高橋　金一 福 島 県
小池　達哉 福 島 県
水上　　進 山 形 県
伊藤　三之 山 形 県
高橋　　耕 岩 手
小保内義和 岩 手

伊勢　昌弘 秋 田
江野　　栄 秋 田
大沢　一實 青 森 県
竹本　真紀 青 森 県
八木　宏樹 札 幌
見野　彰信 札 幌
津田秀太郎 札 幌
窪田　良弘 函 館
堀田　剛史 函 館
小林　史人 旭 川
池田めぐみ 旭 川
齋藤　道俊 釧 路
吉田　　茂 香 川 県
田中　浩三 徳 島
吉成　　務 徳 島
田村　　裕 高 知
小泉　武嗣 高 知
矢野　真之 愛 媛
宇都宮嘉忠 愛 媛

監　　事
氏原　隆弘 東 京
井澤　秀昭 神 奈 川 県

顧　　問
久保井一匡 大 阪
本林　　徹 東 京
梶谷　　剛 第 一 東 京
平山　正剛 東 京
山岸　憲司 東 京
村越　　進 第 一 東 京

森川　仁
副理事長
三重弁護士会
2009年度
日弁連常務理事

山下 哲夫
副理事長
広島弁護士会
2012年度
日弁連副会長

猪木 健二
副理事長
岡山弁護士会
2020年度
日弁連常務理事

福島 康夫
副理事長
福岡県弁護士会
2008年度
日弁連副会長

山下 俊夫
副理事長
長崎県弁護士会
2012年度
九弁連理事長

新里 宏二
副理事長
仙台弁護士会
2011年度
日弁連副会長

中村　隆
副理事長
札幌弁護士会
2016年度
日弁連副会長

那知　哲
副理事長
釧路弁護士会
2014年度
日弁連理事

渡辺 光夫
副理事長
香川県弁護士会
2008年度
四国弁連理事長

藤原　浩
常務理事
東京弁護士会
2011年度
東弁副会長

上田 智司
常務理事
東京弁護士会
2021年度
日弁連常務理事

山中 尚邦
常務理事
東京弁護士会
2019年度
日弁連常務理事

石原　修
常務理事
東京弁護士会
2012年度
日弁連常務理事

鈴木 善和
常務理事
東京弁護士会
2007年度
日弁連常務理事

石本 哲敏
常務理事
東京弁護士会
2016年度
日弁連常務理事

佐藤 貴則
常務理事
東京弁護士会
2015年度
日弁連常務理事

石黒 美幸
常務理事
東京弁護士会
2018年度
東弁副会長

仲　隆
常務理事
東京弁護士会
2016年度
東弁副会長

大森 夏織
常務理事
東京弁護士会
2018年度
日弁連常務理事

道 あゆみ
常務理事
東京弁護士会
2018年度
東弁副会長

大川 康平
常務理事
第一東京弁護士会
2021年度
日弁連常務理事

八木 清文
常務理事
第一東京弁護士会
2023年度
日弁連常務理事

市川 正司
常務理事
第一東京弁護士会
2019年度
一弁副会長

石川　剛
常務理事
第一東京弁護士会
2022年度
日弁連常務理事

安藤 真一
常務理事
第一東京弁護士会
2016年度
一弁副会長

森本　宏
常務理事
大阪弁護士会
2023年度
日弁連常務理事

倉橋　忍
常務理事
大阪弁護士会
2019年度
大阪(弁)副会長

石原 真二
常務理事
愛知県弁護士会
2016年度
日弁連副会長

齋藤 和紀
幹事長
千葉県弁護士会
2019年度
日弁連副会長
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「再審法」とは

　ここのところ国会周辺でも「再審法改正」という言
葉がたびたび聞かれるようになりました。「再審法」と
は、誤って有罪判決を受けた無実の人が「裁判のやり
直し」を求める手続きを定めた、刑事訴訟法「第四編
　再審」の条文のことを指します。有罪判決確定後に
冤罪被害者を救済する唯一にして最終の手段でありな
がら、その条文はわずかに19条しかありません。実は
戦前の旧刑事訴訟法時代の条文がほぼ変わらず現行法
にスライドした上、現行刑訴法施行後74年が経過した
今に至るまで一度も改正されていないのです。
　再審請求手続の審理は、裁判所の広範な裁量に委ねら
れています。このため個々の事件を担当する裁判官ごと
に訴訟指揮が異なるという「再審格差」が生じています。

再審法改正実現本部の設置と「刑事再審に
関する刑事訴訟法等改正意見書」の公表

　21世紀に入り再審をめぐる動きが活発化する中で、
日弁連は、2019年10月に徳島で開催された人権擁護大
会で「えん罪被害者を一刻も早く救済するために再審
法の速やかな改正を求める決議」を採択。これを受け
て、再審法改正を日弁連が取り組むべき最優先課題の
一つと位置づける小林元治会長のもとで2022年 6 月、
「再審法改正実現本部」が設置され、会長が本部長に
就任。「オール日弁連」による法改正の実現を目指す体
制が整いました。
　さらに2023年 2 月には、 ６ つの具体的な改正条項案
を盛り込んだ「刑事再審に関する刑事訴訟法等改正意
見書」を公表し、日弁連としてのあるべき再審法改正
の姿を明確にしました。
　同意見書では、中でも特に、①再審請求審における
証拠開示の制度化、②再審開始決定に対する検察官の
抗告禁止、の 2 つを最優先課題と位置付けています。

2023年に相次いだ高裁での判断と、浮彫り
になる再審制度の理不尽

　★日弁連が意見書を公表した10日後の 2 月27日、日野
町事件第 2 次再審即時抗告審の大阪高裁は、2018年 7 月
に大津地裁が認めた再審開始を維持する決定をしまし
た。この事件は第 1 次再審の途上、元被告人の阪原弘さ
んが病死し、遺族が申し立てた「死後再審」です。第 2
次再審で初めて開示されたネガフィルムが再審開始決定
に大きく影響しましたが、検察官の即時抗告により、高
裁で結論が出るまでに 4 年 7 か月もの歳月が流れまし
た。その上、高裁の決定を不服とした検察官が最高裁に
特別抗告を申し立てたため、やり直しの裁判をするかど
うかの審理がさらに続くことになりました。
　★日野町事件の決定から 2 週間後の 3 月13日、こんど
は袴田事件第 2 次再審で東京高裁が再審開始を認め、こ

ちらは検察官が特別抗告を断念したことにより、死刑再
審事件としては36年ぶりに再審開始が確定しました。
　しかし、ここに至るまでには膨大な年月を要しまし
た。有罪の決め手となった「 ５ 点の衣類」が捜査機関
の捏造であることを窺わせる証拠は、袴田さんの死刑
確定から30年も経った第 2 次再審になってようやく開
示されました。2014年 3 月に静岡地裁が再審開始を決
定し、袴田さんを釈放しましたが、検察官の即時抗告
により東京高裁で再審開始が取り消されました。その
後、最高裁が東京高裁の決定を取り消し、審理を高裁
に差し戻すという紆余曲折を経て、当初の再審開始か
ら確定までに 9 年もかかったのです。
　★一方、 6 月 5 日、大崎事件第 4 次再審の即時抗告審
で、福岡高裁宮崎支部は再審を認めない決定をしました。
この事件では過去に 3 度も再審開始決定が出ているので
すが、検察官の抗告により上級審で取り消され、未だや
り直しの裁判にたどり着けずにいます。一貫して無実を
訴える原口アヤ子さんは 6 月15日に96歳となりました。
　これら 3 つの事件は、いずれも証拠開示が原動力と
なり、一度（大崎事件は 3 度）は再審開始が認められ
ながら、検察官の抗告により審理が長期化し、事件本
人、その遺族や家族も高齢化しているという共通点が
あります。再審法を改正しなければ、このような悲劇
が延々と続くでしょう。これはもはや、人権を通り越
して「人道」の問題なのです。

改正の機運は新たな局面へ

　前述の 3 事件、特に捜査機関の証拠の捏造によって
無実の人が死刑になっていたかもしれないことが露呈
した袴田事件は、市民に大きな衝撃を与えました。マ
スコミにおいても、単なる事件報道にとどまらず、法
改正の必要性に言及するものが格段に増えました。
　法改正に向けた世論が高まりを見せる中、再審法改
正実現本部では、全理事による国会議員への要請行動、
地方公共団体の首長への賛同の呼びかけ、再審法改正
を求める意見書を地方議会に採択させるための請願な
どを急ピッチで進めています。
　本年 6 月 6 日には日弁連主催の「再審法改正を求め
る院内集会」を衆議院第 2 議員会館で開催。会場での
議員本人出席が30名を超える大盛会となりました。出
席議員の所属政党は、主要政党（自民、公明、立憲民主、
国民民主、維新、共産、社民、れいわ）すべてにわたり、
うち11名は弁護士出身の議員であることを心強く思い
ました。会場では出席議員のほぼ全員からご挨拶をい
ただき、党派を超えて再審法改正に取り組むべきとの
発言が相次ぎました。また、集会の前に寄せられた賛
同メッセージも合わせると、100名を超える国会議員に
法改正の必要性を感じていただけたことになります。
　今や再審法改正は目標や理想ではなく、実現へのカ
ウントダウンという新たな局面を迎えています。皆様
の一層のお力添えをお願いいたします。

（日弁連再審法改正実現本部・本部長代行　鴨志田 祐美）

再審法の改正を
―加速する世論と国会の責任―
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懇談会報告

6

自由民主党（2023年 5 月16日）

立憲民主党（ 5月11日）

公明党（ 5月23日）

政党懇談会
　２０２３年 ５ 月から ６ 月にかけて、自由民主党、公明党、立憲民主党、日本維新の会、日本共産党及び国民民主党と
の懇談会を開催しました。
　日弁連からは各懇談会で共通して、次のテーマが出されました。
( 1 ) えん罪被害の防止・救済に向けた取組－再審法改正を中心に－
( 2 ) 法律扶助改革へ向けての今後の取組－ひとり親支援の現状と次の重要課題－                  （幹事長　齋藤 和紀）

２０２３年 ５ 月１６日、自由民主党との懇談会が開催された。自民党から、逢
沢一郎 選挙制度調査会長、山本有二 税制調査会副会長、柴山昌彦 教育・
人材力強化調査会長、世耕弘成 参議院幹事長、森まさこ 内閣総理大臣補佐
官をはじめ２５名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連からは小林元治 
会長、菊地裕太郎 理事長をはじめ弁護士３０名が出席した。

日弁連から、各テーマについて説明・報告がなされた。自民党からは、
各テーマに関する意見が出されるとともに、改正入管法、LGBT法案、外
国人との共生社会の実現、国際仲裁の活用、所有者不明土地問題・空き家
対策など幅広いテーマについて発言があった。

（企画委員会副委員長　南　裕史）

２０２３年 ５ 月１１日、立憲民主党との懇談会が開催された。立憲民主党から、
泉健太 代表、逢坂誠二 代表代行、枝野幸男 前代表・憲法調査会参与、中
川正春 党憲法調査会長をはじめ１３名の国会議員が出席された。日弁連・弁
政連からは、小林 会長、菊地 理事長をはじめ弁護士２８名が出席した。

日弁連から、各テーマについて説明・報告がなされた。立憲民主党から
は、各テーマについて意見が出されるとともに、出入国管理法、難民認定、
死刑制度、生成AI、LGBTなど、幅広いテーマについて発言がなされた。

（企画委員会副委員長　本多 秀成）

２０２３年 ５ 月２３日、公明党との懇談会が開催された。公明党から、山口那
津男 代表、北側一雄 副代表、石井啓一 幹事長、大口善徳 政務調査会長代
理、濵地雅一 安全保障部会長、國重徹 内閣部会長をはじめ１１名の国会議員
が出席された。日弁連・弁政連からは、小林 会長、菊地 理事長をはじめ弁
護士３１名が出席した。

日弁連から、えん罪被害の防止・救済に向けた取組、再審法改正、民事
法律扶助制度改革へ向けての今後の取組などについて説明・報告がなされ
た。公明党からは、これらのテーマについての意見が出されるとともに、
関連して、オンライン接見、証拠開示制度、法テラスの在り方など具体的
な課題についての意見が出された。　（企画委員会副委員長　金ヶ崎 絵美）
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日本維新の会（ 5月26日）

国民民主党（ 6月 2日）

日本共産党（ 5月18日）

２０２３年 ５ 月２６日、日本維新の会との懇談会が開催された。日本維新の会か
ら、藤田文武 衆議院議員、鈴木宗男 参議院議員、小野泰輔 衆議院議員、岩
谷良平 衆議院議員をはじめ 7 名の国会議員が出席された。日弁連・弁政連
からは、小林元治 会長、菊地裕太郎 理事長をはじめ弁護士２９名が出席した。

日弁連から、各テーマについて説明・報告がなされた。日本維新の会か
らは、技能実習生制度の見直しや再審制度について積極的に取り組みたい
との表明があるとともに、直近の裁判所における文書の廃棄の問題や保釈
中の被告人にGPS端末の装着を義務付ける刑事訴訟法改正、現在の入管法
や難民に係る問題など幅広いテーマで発言があった。

（企画委員会副委員長　安本 侑生）

２０２３年 ６ 月 ２ 日、国民民主党との懇談会が開催された。国民民主党から
は、玉木雄一郎 代表、大塚耕平 代表代行、古川元久 企業団体委員長、舟
山康江 参議院議員会長、鈴木義弘 幹事長代理をはじめ１２名の国会議員が出
席された。日弁連・弁政連からは小林 会長、菊地 理事長をはじめ弁護士２６
名が出席し、各テーマについて説明を行った。

国民民主党からは、共同親権、緊急事態条項、出産直後の女性への取り
調べ、プライバシー権、判検交流、自白中心の捜査、空襲被害者の救済、
生成型AIの法的諸問題、AI等が収集する情報の中立性確保の方法、性自認
と差別、日米地位協定など多岐にわたるテーマについて質疑があった。

（企画委員会副委員長　稲村 宥人）

２０２３年 ５ 月１８日、日本共産党との懇談会が行われた。日本共産党からは、
志位和夫 委員長、小池晃 書記局長、弁護士である仁比聰平 参議院議員、
山添拓 参議院議員をはじめ、１０名の国会議員が出席した。日弁連・弁政連
からは、小林元治 会長、菊地裕太郎 理事長をはじめ３２名が出席した。

日弁連からは、再審法改正と法律扶助改革へ向けての取組を報告し、日
本共産党からは各議員が注力する政治課題についての報告がなされた。外
国人の人権、とりわけ入管行政の実態や子どもコミッショナー制度をはじ
めとする子どもの権利保護、憲法と安保法制など多くの課題意識を両者が
共有していることへの言及がなされた。

（企画委員会副委員長　久道 瑛未）
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当日の説明資料は、弁政連のサイト（http://www.benseiren.jp/）「活動日誌」から御覧いただけます。

懇談会資料

本部・支部人事（ ）内は前任者

2023年 4 月14日付
理　　事　拝師 徳彦（齋藤 和紀）
　　　　　清水 立茂（渡辺 耕太）
　　　　　八木 宏樹（阿部 竜司）
副幹事長　奥　 国範

京都支部　2023年 4 月 1 日付
事務局長　山地 敏之（吉田 誠司）

和歌山支部　 6 月 1 日付
支 部 長　有田 佳秀（岡本 　浩）
幹 事 長　阪本 康文（有田 佳秀）
東京本部　 6 月22日付

本 部 長　伊東 　卓（寺前 　隆）
幹 事 長　豊田 賢治（中西 哲男）
静岡県支部　 6 月22日付

支 部 長　小長谷 保（洞江 　秀）
幹 事 長　小宮山 克己（劔持 友浩）

千葉県支部　 4 月 6 日付
支 部 長　拝師 徳彦（齋藤 和紀）
事務局長　青木 達也（岩井 浩志）
岡山支部　 4 月15日付

支 部 長　猪木 健二（中野 　惇）
幹 事 長　清野 　彰（大土 　弘）
福島県支部　 4 月25日付

幹 事 長　紺野 明弘（町田 　敦）

法律扶助改革の説明資料

えん罪被害の防止・救済の説明資料

えん罪防止のための刑事司法改革課題

逮捕 勾留 起訴 判決 再審

国選弁護制度
なし

録画は一部対象事件のみ

無罪主張に対する長期間にわたる勾留（人質司法）
＋弁護人との接見交通の障害

不十分な証拠開示
部分的、標題のみの一覧

開示手続の長期化 証拠開示の格差

再審開始決定に対する
検察官の不服申立て

国選弁護制度の拡大、国選弁護報酬の適正化

保釈の運用の適正化
接見交通手段の拡充（オンライン接見の権利化、刑事施設の維持・整備）

録音・録画の対象拡大
弁護人を立ち会わせる権利の確立

全面的な証拠開示
証拠開示制度の見直し

法制度・手続の不備

被疑者国選弁護 被告人国選弁護

捜査側の強力な証拠収集

密室での長時間取調べ
＋弁護人立会いなし

国選弁護制度
なし

日本の刑事手続の現状～ひとたび被疑者・被告人となった国民が直面する脅威～

え
ん
罪
の
発
生
要
因

グローバルスタンダードに適合した刑事手続の適正化

最大48時間
＋24時間 最大20日間

弁護士会の独自事業

保釈されない
限り勾留

② 後見相当の者が申し込む場合

事理弁識能力を欠く常況にある後見相当の高齢
者・障がい者は、債務を負担する契約を結べない。

→例えば、高齢者自らが後見開始の申立てをする場
合について、民事法律扶助を利用できない。

→高齢社会において、高齢者の自己決定権の尊重の
観点からも問題

① 未成年者本人が申し込む場合

法律上行為能力が制限される未成年者は、債務を
負担する契約を結べない。

→例えば、虐待する親の親権停止審判等について、
民事法律扶助を利用できない。

→現状、国の制度でできるのは相談まで。日弁連は
法律援助事業として、会員の会費を財源に、給付
制での代理援助（2022年度子どもに対する法律援助実績総

数415件）を実施

民事法律扶助制度を立替・償還制から応能負担による給付制へ！

経済的に余裕のない方が法的トラブルに遭ったときに、無料で法律相談を行い（法律相談援助）、必要な場合は
民事裁判等のための弁護士・司法書士の費用の立替え（代理援助・書類作成援助）を行うもの

法テラスによる民事法律扶助制度とは

債務を負担しない給付制の導入による解決が必要

利用者は立替金の償還が必要（立替・償還制）=償還の債務を負う

立替・償還制故に扶助が利用できない場合がある

2

DV等
被害者
法律相談
援助

民事法律
扶助

親による
虐待

相談 代理
民事法律
扶助代理
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２０１４年6月公表「充実した総合法律支援を実施する
ための方策についての有識者検討会報告書」

→未実現
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DV・ストーカー・児童虐待にも代理援助を！

法律相談

DV等被害者法律相談援
助制度
資力問わず相談可

↓

緊急に有効・臨機応変な
対応が可能に

ただし、

・資力有
→ 一定の負担要

・資力無
→ 負担なし

特定侵害行為

・DV
・ストーカー
・児童虐待

その後、更なる
危険発生の

おそれ大

↓

生命・身体の安
全確保が必要

代理

・捜査機関との交渉（身体の保護、被害届
の提出等）

・保護命令等の裁判所への申立て
・加害者との交渉（抗議、警告等）
・民間支援機関（シェルター等）や行政機関
との交渉

↓

弁護士による支援、
弁護士費用の援助が必要

生
命
・身
体
の
安
全
確
保

ここまでは支援実現済み

相談のみならず
代理まで含めたシームレスな援助を！

・生命・身体の安全（国の責務）を守るための制度
・未成年者への援助も必要

償還制ではなく、給付制での援助を！




